
（湯沢市地球温暖化対策実行計画 区域施策編）

１．計画の基本的事項

湯沢市ゼロカーボンシティ宣言の様子

計画期間

地球温暖化に伴う
気候変動のリスクへ
の対応が必要

秋田県は、2022（令和4）年に「第2次秋田県地球温暖化対策推進計画」
を改定し、「2050年カーボンニュートラル」を目指すことを宣言

湯沢市ゼロカーボンシティ宣言

▷2022年6月に湯沢市、湯沢市議
会、湯沢商工会議所及びゆざわ小
町商工会の４者共同により「湯沢市
ゼロカーボンシティ宣言」

▷2050年の二酸化炭素排出量実
質ゼロを目指すとともに、本市の特
色を生かしながら経済や社会の同
時発展につなげ、持続可能なまち
づくりを目指す。

2024
(R6)

2050
(R32)

2030
(R12)７年間 20年間

中期目標年度 最終目標年度初年度

２．湯沢市における地域の現状や温室効果ガスの排出状況

部門別温室効果ガス排出量の割合（２０１９年）

エネルギー部門別の域外流出額（2018年）

産業部門26.3%
運輸部門２２.３％
家庭部門２０.８％

５４億円が市外へ流出

地熱発電を生かした再生可能エネルギーの地産地消、再エネを活用した経済の活性化や地域振興、
木材の適正な利用と森林保全の取組みをはじめ、

市民一人ひとりのライフスタイルを脱炭素化することが重要！

本市の地熱発電所の立地状況

湯沢市の地熱発電所は、２か所
が稼働中、３か所が稼働に向け
て準備を進めています！

産業別就業者数の推移（2020年時点）

第１次産業の減少が大きく、
CO2を吸収する森林等の

管理・維持の懸念

【運転中】R1～
発電出力 46,199kw

【運転中】H6～

発電出力 28,800kw

【建設中】R8 運転開始(予定)
発電出力 14,990kw(予定)

経済産業大臣より地熱発電所とし
て初めて「重要電源開発地点」の
指定(2023.3.31)

【環境影響評価中】R11 運転開始(予定)

発電出力 14,999kw(予定)

資源エネルギー庁長官より地熱発電所として
初めて「重要電源促進地点」の指定(2023.6.26)

【調査中】
発電出力 2,000kw程度(予定)

３．計画の目標
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①＋②＋③＝▲290千t-CO2

中期目標 2030年度の温室効果ガスの排出量

2013年度比 60％減

長期目標 2050年度の温室効果ガスの排出量

温室効果ガスの排出量実質ゼロ

①現状推移による削減
⇒▲99千t-CO2 （基準年比▲20％）

②各分野の対策による削減
⇒▲46千t-CO2 （基準年比▲10%）

③森林吸収量
⇒▲145千t-CO2（基準年比▲30％）

４．将来ビジョン、基本方針

脱炭素の達成と社会・経済の同時発展による “サステナブルシティゆざわ”
～ゼロカーボンを通じて、まちも人も自然も元気に～

地球温暖化が加速しています

木材の利用が促進され「きって・使って・植える」循環システムが浸透

生物多様性が適切に保全

多くの市民が脱炭素の重要性を認識、環境に配慮した行動が当たり前に

エコ活動を通じて、ウェルビーイング（健康・幸福）な暮らし

企業に脱炭素経営やサーキュラーエコノミー（循環経済）が浸透

人・モノ・資金の循環によって地域経済が持続的に成長

市内全域で地元生産の再エネ電気（地熱）を使用

創エネや蓄電設備の導入が進み、災害に強く住み良いまちに！

≪まちづくり≫

≪地域経済≫

≪市民生活≫

≪自然環境≫

地域内で
人・モノ（エネルギー）・資金が

循環

秋田県の年平均
気温は100年で
1.5℃上昇

（日本の年平均気温の
上昇（１．３℃）より大
きい）

高校生のイラストを挿入予定

計画目標まで減少

中間目標年：20３０年度基準年：2013年度

資料３



５．ゼロカーボン実現に向けたロードマップ ※一部抜粋して掲載

2013年
（基準年度）

20３０年
（中間目標）

20５０年
（最終目標）

202４年
（計画開始）

削
減
目
標

４８５
千t-CO2

３40千t-CO2

１４５千t-CO2

▲60％ （2013年度比）

再
生
可
能

エ
ネ
ル
ギ
ー
の

普
及
・促
進

地熱発電の
導入

新たな再生可能
エネルギーの導入

再生可能エネルギーの
利用拡大

地熱発電所の整備推進（事業者との調整）

地熱開発の理解促進（地域との合意形成）

事業所向け発電・蓄電設備の普及 豪雪地帯における新たな発電方法の検討木質バイオマス発電の
可能性検討家庭向け発電・蓄電設備の普及

地産地消スキームの検討・確立

市域外との広域連携による利用拡大

畜産・汚泥系バイオマス発電の可能性検討

家庭・事業者における再エネ導入支援（情報提供ほか）

家庭部門の
省エネルギー化

事業所部門の
省エネルギー化

行政部門の
省エネルギー化

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
化

の
推
進

CO2排出量の
見える化

省エネ診断の普及、高効率設備・機器の導入

CO2排出量の算定・見える化

住宅の省エネ化、ZEH化の周知・推進

LCCM(ライフサイクルカーボンマイナス)住宅の普及

公共施設のLED化

公共施設の省エネ改修、ZEB化の推進高効率設備等の導入

公共施設の集約化、複合化

工場・オフィス等の省エネ化、ZEB化の推進

省エネ行動の推進（ライフスタイル変革）

公共施設での太陽光発電設備増設・蓄電池導入

ごみ減量化（３R）の推進

交通代替の推進（各種手続きのオンライン化等）

次世代自動車（EV・FCV等）の普及

環境負荷を低減する生産方式の拡大リサイクルステーションの設置検討

脱
炭
素
な
ま
ち
づ
く
り

循環型社会の形成

交通・移動の
脱炭素化

GXの推進

持続的生産体系への転換

気候変動に適応する品種の推進、関係団体と連携した技術指導

水田におけるメタンの発生抑制

エコドライブの推進

域内での経済循環（デジタル地域通貨など） デジタル変革による社会課題の解決

ライドシェア（自動車の相乗り）の試行・推進

公共交通機関の利用促進

EV充電スポットの整備促進

コンパクトシティの推進（交通ネットワークの充実） ウォーカブルなまちなかの形成

観光地でのEV充電スポット整備 ジオパーク活動における
地域資源の調査・研究

地域マイクログリッドの構築による防災力向上
持続的・魅力的な

都市形成

豊
か
な

森
づ
く
り 環境価値の創出

市有林の整備（間伐・皆伐・再造林等）

民有林の整備（境界明確化、意向調査、管理代行）

森とふれあう機会の創出、木育 スマート林業の
普及・定着（林業DX）林業人材の確保

建築物等への木材利用促進化石燃料からの転換（薪、チップ、ペレット等）

適切な森林保全

学校での地域産材利用（木育） 林地残材（未利用間伐材等）の搬出・利用促進
J-クレジットの
導入検討

地元産材の利活用

市民向け環境学習（セミナー、講座） 市民向け環境学習（エコクッキング、体験学習）

生涯学習人材バンク（環境人材）の充実小中学校での環境講演会
・ワークショップ等 小中学校での体験学習（森林など）、絵画コンクール

環
境
意
識

の
向
上

その他

学習機会等の充実

多様な主体との連携 他自治体との連携

関係団体、企業、教育機関等との連携地球温暖化防止活動推進員等の確保・育成

省エネ診断の普及、高効率設備・機器の導入

再エネ100%工業団地等の検討

公用車のEV化

実質ゼロ

６．重点プロジェクト

短期プロジェクト ごみ減量大作戦 ～1人1日おにぎり1個分のごみを減らそう～ 短期プロジェクト 木質バイオマス導入補助金

市民にとって身近な「ごみ」について、できることから始められる具体策などを示しながら、オール湯沢で意識啓発を図ります。

ごみを出す前に
一絞り（水切り）

生ごみ

【みんなの目標】市民1人が1日おにぎり1個分（100ｇ）のごみを減らす！

生ごみ処理機・コンポストの利用 堆肥としての利用

ごみの減量化！多くの水分

中期プロジェクト 地域ぐるみで行う「リサイクルステーション」の設置検討

地域団体を運営主体として、公共施設（地区センター等）への「リサイクル
ステーション」設置について検討し、地域内における資源循環を図ります。

まだ使えるけど不要な日用品
使い終わった瓶 等

リサイクルステーション
による回収や再利用

地域内でのモノやお金の循環

地域振興やコミュニティ活動の資金としての活用も

廃
品
回
収

食品ロスの削減

生ごみの資源化・堆肥化

短期プロジェクト 食品ロス削減マッチングサービスの導入

売れ残りそうな商品
消費期限間近の商品

各家庭において、化石燃料を使用しない薪ストーブやペレットストーブなどの木質バイオマス
ストーブの導入を促進します。

間伐材等の有効活用

＜薪ストーブのメリット＞
〇環境に配慮した持続可能な燃料
○光熱費を抑える
〇暖かさが自宅全体に広がる
〇燃料の域内調達

薪やペレットの生成

家庭での
薪（ペレット）ストーブ利用

購入支援

お店と消費者の
マッチング

値
引
き
し
て

ア
プ
リ
へ
の
出
品

アプリ上で購入予約
受取るためにお店へ

≪利用者（市民）≫
安価で購入可能
新しいお店の開拓

≪お店≫
売上UP

廃棄処分料の削減
新規顧客の開拓

≪行政（市役所）≫取組の体制支援

≪行政≫
食品ロスの削減
地域経済の活性化

お店に公共交通で行くと
よりゼロカーボンになる！

市民が身近にゼロカーボンに貢献できる取組として、売れ残りそうな商品が
ある食料品店等が利用者に格安で提供する仕組み（アプリ）を導入します。

再利用で
ごみの減量化！


